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都市規模と事業所の年齢

吉　村 弘

1．はじめに

　本稿は，平成8年のデータにもとついて，まず，都市規模と事業所の年齢

の間の一般的傾向性を明らかにし，次に，それを応用して，事業所の年齢の

観点から，中国地方および山口県を例にとって，特定地域の特徴を明らかに

する方法を示そうとするものである。

　これは，一般的な「都市の年齢」を測る一つの尺度としての「事業所の年

齢」の有効性を示す試みと考えることが出来る。都市には若い都市もあり，

年老いた都市もあることは直感的に理解できる。しかも，若い都市は活力に

満ち，躍動的で，若者が多いであろうし，逆に，年老いた都市は，遺跡に恵

まれているが，静かで，多くの場合は沈滞気味であろうし，若者も少ないで

あろう。

　このように考えるならば，都市の年齢は，その都市に住む人口の年齢や，

人口の成長率，人口移動の状況，建築物の年齢，などによっても測ることが

出来るであろう。同様に，事業所の立地動向，すなわち事業所の開業率や廃

業率など「事業所ないし産業の年齢」も都市の若さ・古さの指標となり得る

であろう。筆者は拙稿参照文献［1］において，事業所の開業率及び廃業率と都

市規模の一般的関係を導出した。本稿は，これを発展させて，事業所の年齢

を導出する方法を示し，それによって，都市規模と事業所の年齢の関係にア

プローチしようとするのものである。

　本稿では都市規模の尺度として人口数を採用するが，これについては拙稿

［2］を参照されたい。
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2．事業所の年齢

　事業所の年齢は次のようにして求める。

　まず資料は，総務庁統計局『平成8年事業所・企業統計調査報告』（第2巻

都道府県編，第22表　「産業大分類，開設時期（13区分）別事業所数及び男女

従業者数，（民営）一都道府県，市区町村」を用いる。（この資料の入手につ

いては，総務庁統計局統計図書館のお世話になった。記して謝意を表する。）

　次に，この資料によって，事業所の年齢を次のように定義する。

　　事業所の年齢（年）

　＝96－（49．5×A十59．5×B十69．5×C十79．5×D十87．0×E十90．0×

F＋91．0×G＋…　　＋96．0×L）／総事業所数

ただし，この定義における記号の意味は次のとおりである。

総事業所数＝1996年事業所数総計一開設時期不詳事業所数

A＝1954年以前開設事業所数

B＝1955～1964年間の開設事業所数

C＝1965　・一　1974年間の開設事業所数

D＝1975～1984年間の開設事業所数

E＝1985～1989年間の開設事業所数

F＝1990年の開設事業所数

G二1991年の開設事業所数

L＝1996年の開設事業所数

　この定義の意味するところは次のとおりである。

　まず，1954年以前に開設された事業所については，その初めが定めがたい

ので，不満足ではあるが，以下のB，C等と同様に，開設時期が1945～1954
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年の問に均等に分布しているものと見なして，その中間の49．5年（西暦の下

2桁をとる）に，その事業所数の総事業所数に占める構成比（少数表示）を

乗じて，年齢を求める。これについては，問題は残るが，事業所は第2次大

戦によって壊滅的な打撃を受けたので，戦後に集中的に設立されたと見なし

てもよいと考える。

　次に，1955年以後については，各期間のちょうど中間の年（西暦の下2桁）

に，その間に開設された事業所数の総事業所数に占める構成比（少数表示）

を乗じて求める。ここで，成長しつつある経済においては，同じ10年間でも，

年が降るほど事業所数は多いと考えられるが，しかし，年次ごとの事業所分

布が明らかでないので，ここでは年次ごとの事業所分布は同じとみなして，

各期間の中間の年を選んだ。

　したがって，もし，全ての事業所が1996年に開設された場合には，定義に

よって，事業所の年齢は0年となり，また，全ての事業所が1995年に開設さ

れたとすれば1年，1954年以前に設立されたとすれば46．5年となる。

3．都市別の事業所の年齢

　前節の方法によって，全産業と主要3産業（製造業，卸売小売業・飲食店，

サービス業）について，全国全市区（691市区）の事業所の年齢を求めると，

それは実に多様である。

　ちなみに，事業所の年齢の小さい（若い）都市，大きい（高齢の）都市を，

それぞれ上位10市区示すと表1のようである。全産業について，一番若い都

市は浦添市で11．5年，逆に一番高齢の都市は御所市で29．4年である。その差

は17．9年もあり，御所市は浦添市の約3倍も高齢である。全国平均は20．6年，

全国市部平均は19．9年である。市部と町村部の格差は0．7年であり，ごく小さ

い。予想されるよりも都市部と町村部との格差が小さいのには理由があるが，

それについては後述する。

　製造業については，最小は糸満市の12．0年，最大は鴨川市の33．2年で，そ
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表1　事業所の年齢の小さい市、大きい市（平成8年）
　　　（1順位は年齢の小さい11taを意味する）

順位 全産業　1年齢（年） 製造業　咋齢（年） 卸売・小売業年齢（年） サービス業1年齢（年）

年

12 浦添市　　111．5
宜野湾市i122 翻ill：1 碧蓉幕i｛1：1 多摩市　　111．4

糸満市　i価
齢

の

34 多摩市　ilz3沖縄市　　1　　　　　　124

藩刺11：1
宜野湾市i1博沖縄市　　1　　　　　　11．7

翌鍛絹｛1：1

小 5 糸満市　11z5 宜野湾市↓151 北広島市‡11β 浦安市　11z7
さ 6 具志川市　112．5 北広島市　115．4 多摩市　　111β 鶴ケ島市　112．7
い 7 石狩市　i1刀 八街市　i155 具志川市i120 具志川市ilao
10

市

89 北広島市　113．3
大野城市ila6

多摩市　　115ぶ
沖縄市　i158

大野城市　；127
糸満市　i1乞8

沖縄市　　1130　　　　　1

大阪狭山市i13つ
10 鶴ケ島市　113£ 摂津市　　115．9 春日市　　113．1 平良市　　113．0

682 新井市　；27」 墨田区　13α2 滑川市　12肥 高梁市　12eg
年齢 683

684

新湊市　i272宮津市　　1　　　　　　27．7 深川市　i3α4小野市　　1　　　　　　30．7 新井市　i2駐9新湊市　　1　　　　　　30．1 天竜市　i27」五條市　　1　　　　　　27．1

の

大

685

686

両津市　i2刀小矢部市　1272 尾西市　i3α8輪島市　　1312 小矢部市i3α1常陸太田市130．4 大野市　i27β珠洲市　　；27β

きい10 687

688
689

　　　　剛常陸太田祠　280

難栗ill：1
　　　　ゆ富士吉田市　31．4
八幡浜市i322長門市　　132．2

村山市　丁3α5日光市　　130．7御所市　i3α9

大田市　1279
霧瀟ill：1

市 690
691

日光市　i2a7御所市　　1　　　　　　294
平戸市　i325鴨川市　　1332 栃尾市　i3α9天竜市　　・　　　　　　32．3

籍藷ill：1
全国　　12α6 全国　　i2甑9 全国　　12α5 全国　　1鵬
全国市部i199 全国市部i2旧 全国市部　11肪 全国市部　i18β

の差は全産業の場合よりも拡大する。卸売小売業・飲食店は最小が浦添市の

10．8年，最大が天竜市の32．3年，また，サービス業は，最小が多摩市11．4年，

最大が御所市29．1年である。

　全国平均も，都市部平均も，製造業が一番高齢で，全産業，卸売小売業・

飲食店，サービス業となるにつれて若くなる。

4．都市規模別の事業所の年齢

　都市規模別に都市をグルーピングして，事業所の平均年齢を求めると表2

のとおりである。標準偏差に見られるように若干のばらつきが認められるが，

以下に示すように，一定の傾向性を読みとることが出来る。以下の図は，図

中に示すように，両軸とも対数値であるので，注意されたい。

　図1のように，人口数及び都市の年齢の双方とも対数で表示する場合，全

産業についてみると，都市規模が大きくなるにつれて，初めは急速に都市の

年齢（事業所の年齢）は小さくなり，対数値4，すなわち人口数50万人超で
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表2　都市の人口規模と事業所の平均年齢（平成8年）
事 業　　所　　の　　平　　均　　年　　齢（平成8年）

人口規模

市区数

　　人　　口

（平成8年度末） 全産業 製造業 卸売小売業、飲飢 サービス業

人口成長率（参考〉

　（平成3－8年）

万人i標導偏差 年　i標準偏差 年　i標準偏差 年　i標準偏差 年　i標準偏差 ％　i標準偏差

200万人以上
100～200万人未満
75酎100万人未満
50－75万人未満
40－50万人未満

262．2i　62．04
13α6i　25菊84．0｛　8．525甑4｝　　　　3．87454i　2β5

19．8；　1，05
援留：器19．31　　　　2．49197i　2．19

24．31　2．29　　122．51　291

23．1i　25923．31　　　　2．6123βi　217

19β1α7↑18，01　2．76　　117．71　2，061agi　　　　2，471gni　1£2

182i　α82 0．10i　1．84
1．64i　2351．591　　3．06Z27i　　　　2．701．51i　3．11

ハ 30～40万人未満
20－30万人未満
10－20万人未満
7．5～10万人未満

5～7．5万人未満

28

45

124

73

153

346iZ8925ρ1　　　　3．101a7i　2刃8，61　0．72　　16，11　0．66 190；2訪192i　2幻19．31　2．52197i　3⑳2041　3」）9

　　1
23、11　2．75
235iZ9323、01　3，112εoia6923」1　3．47

　　1
18．51　2．54
18心i2駆18．91　2．66194i　3窮20．3i　3．47

て8．31　200
184；22418．61　2．5018gi　2．7419．51　2．98

　　I
t321　3．38
衛i錨2．66｝　　5、693．94；4493．51i　5．87

4～5万人未満
3～4万人未満
3万人未満

66

87
68

4．5i　O．29　■3．51　029

24i　O44

22、41　2，33　　1

23，31　222　　124」｝　2．27

24．6i　2．92
2屯5i乞7525．21　3．29

22．8i　285
2生2i　2・8324．81　　　　3．05

21．61　2．20　　1

22，51　239　　■23，81　245

一
〇，021　2．68一α62i　326－4，691　　　　3．62

全国市部
全国

690 97562i　　　■12525．71 19．gl　　l20．61 2亀1i　　l23．91 19．6i　　■20．51 18．8i　　■19．6i 1．58i　　I1，431

　都市規模と事業所の年齢（平成8年）
全国690市、都市階層別一一一全産業、両対数

最小となって，その後再び高齢化する。その形は，図1の実線に示すように，

「下に凸の2次関数」の関係がある。

　製造業については，図2のように，全産業とほぼ同様の傾向性（グラフの

形）を示すが，低下と上昇の傾向が一層急激で，谷が深い。しかしながら，

図2において，大きい方から2番目の都市階層が，やや特異な位置にあるの

で，これを例外として除いて示すと，図3のようである。こうすれば，さら

に谷が深くなるとともに，回帰曲線のフィットも大きく改善される。

　製造業については，全産業，卸売小売業・飲食店，サービス業と違って，
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図2 都市規模と事業所の年齢（平成8年）
全国690市、都市階層別一一一製造業、両
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表2にみられるように，全国市部の方が全国よりも高齢化している。これは，

高度成長期及びそれ以前に主として都市部に立地して日本経済を牽引した都

市部の製造業がいまや高齢化していることを意味する。現在は，それに代わ

るニュービジネスが都市部には育ってきている。その意味で都市部はリニュ

ー
アルしつつある。したがって，卸売小売業・飲食店やサービス業という成

長している産業では，都市部が全国（町村部を含む）より年齢が若いが，製

造業では逆転しているために，前節で指摘しておいたように，全産業では，

都市部と全国との事業所年齢の格差が，意外に小さいものと考えられる。

　図4は卸売小売業・飲食店について示す。全体の傾向性は同様であるが，

ここでは，大都市における上昇がわずかで，「下に凸の2次曲線」が対照的で

なく，右がやや欠ける。

　図5はサービス業である。サービス業も全体としての傾向性に違いはない

が，ただし，大都市における上昇がわずかで，「下に凸の2次曲線」が対照的

でなく，右がやや欠ける，という点が，卸売小売業・飲食店に比べてさらに

強まっている。

　以上のように，4産業全てについて，都市規模と事業所の年齢の間には，

都市規模が大きくなるにつれて，初めは事業所の年齢が低下し，やがて年齢

の最小値を迎えて，それより都市規模が大きくなると，今度は逆に，事業所

の年齢も上昇するという，「下に凸の2次関数」の関係がみられる。最小値を

もたらす人口規模には，産業によって違いが見られるが，概ね30～70万人程

度である。

5．都市規模と事業所年齢の回帰式

　前節の関係を回帰式で示すと，表3のようである。4産業すべてについて，

傾向性は同じである。すなわち，対数表示の都市の人口規模と対数表示の事

業所の年齢との問には，下に凸の2次関数の関係がみられ，その関係は，有

意水準0．01で有意である。また，定数項及び係数のt値も，有意水準0．01で
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表3　都市の人ロ規模と事業所の年齢の回帰式（平成8年）一一一都市階層別

係　数　の　値 t　　値サンプル
　　数

例外
番号 定数項a 1次の係数b 2次の係数c 定数項 1次の係数 2次の係数

自由度調整済

決定係数 F値
回帰式
有意性

全産業
製造業
製造業
卸売小売業
サービス業

13

13

12

13

13

2

3．3361

3．2778

3．2802

3．4173

3．3028

一〇．2004

－0．0789

－0．0827

－0．2577

－0．1973

0．0246

0．0109

0．0121

0．0319

0．0231

77．93

判2．38

136．32

71．15

76．94

一 6．50

－3．76

－4．76

－ 7．46

－ 6．39

5．09

3．32

4．39

5．88

4．76

0．8705

0．5592

0．6675

0．8955

0．8861

41．32

8．61

12．04

52．44

47．69

◎

◎

◎

◎

◎
（注）回帰式：Y＝a＋bX＋cX2、　Y・・ln（Q）、　Xニln（P）、　Q；事業所の年齢（年）、　P：人口（万人）

　例外番号は回帰式推計から除いた都市階層番号を意味する。
　t値は、定数項及び係数のすべてについて、有意水準0．01で有意であるほど十分大きい。
　「回帰式有意性」欄の◎は、回帰式が有意水準O．Olで有意であることを意味する。

表4　事業所の年齢を最小とする都市規模（平成8年）

最小年齢をもたらす人口（万人）

最小年齢（年）

全産業
590
187

製造業
305
231

卸売小売業、飲食店
569
18．1

サービス業
720
17．8

有意であり，係数の安定性も保証される。

　これより，事業所の年齢を最小とする都市規模を求めると，表4のようで

ある。全産業では人口規模59．0万人において，事業所年齢は最小値18．7年と

なる。同様に，製造業では30．5万人において，最小値23．1年，卸売小売業・

飲食店では56．9万人において最小値18．1年，サービス業では72．0万人におい

て最小値17．8年である。

　この回帰式を図示すると，図6～図9である。いずれの産業でも人口規模

30万人程度までは，都市規模が大きくなるにつれて，初めは急激に事業所年

齢が若くなり，やがて最低点を迎えて，その後は，いずれの産業でも，都市

規模の増大につれて緩やかに事業所年齢は上昇する。事業所年齢の最小値を

もたらす都市規模には産業によって若干の違いがあるが，全体の傾向性には

産業による違いは見られない。

6．中国地方の市の事業所年齢

　表5は，全国691市区のうち中国地方49市について，4産業ごとに事業所年

齢を示したものである。

　これによると，全産業についてみると，中国地方49市のうち，事業所年齢

の全国順位において若い方から10％に入るのは東広島市（49位）1市のみで
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図6　都市の人ロ規模と事業所の年齢（平成8年）
　　　　　　　　　　　全産業
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表5　中国地方の市の事業所の年齢（平成8年）
　　　　（順位は、全国691市区における事業所年齢の小さい順位）

人ロ（参考） 全産業 製造業 卸売小売業、飲食貫 サービス業
人　　i順位 年　i順位 年　iIl頂位 年　i順位 年　i順位

鳥取県

鳥取市
米子市
倉吉市
境港市

145．3671165
135β3gi　17450．8611464　　　137，799⊥556．

19．6i242
1a6i　18521．213632141380　　　　　．

20ρi　94
214i　15026．81　58023．6i　335　　」一　口

19．81274
1aoi　16821．5140322．7i474　　卜

　　19．71290

蔦取県市蔀
幽

　　　92！旧2i …1 　　　　　印23ρ1 20・5i 1951　°

島　根　県

松江市
浜田市
出雲市
益田市
大田市
安来市
江津市
平田重

145．3381166　　　1

47ρ641488
854131275
51．523i46135β24i58231，535i61426，717i647　　　巳30．2621622

19．91260
23ρi5142t1135022・1i44126．2166325．7i653…i53525．71　　　654

24．81438
274i　60622．31220232i　29925。21　474　　026．71　　　57922」i196　　■24．91454 　　19．91276

　　22．8i　481

　　21．3i386
　　22・7i　473　　27．21661

　　1駄7i298　　23．61602

島根県市部 　　　雫56．647！
　　噌　　　　　　　　・

23．41 　　中24．61
24．1「 　　，　　　　　　　．

23．5i

岡　山　県

岡山市
倉敷市
津山市
玉野市
笠岡市
井原市
総社市
高梁市
新見市
億煎1亘　．

608414i　19
425鎚6i　4488．997126872．500i　32461．315139236ρ05i57356ρ42；42824，341i66425β24i6573q，266↓621．

18．71189
2101345　　121．61395

23．81563
・a・i57424．51　　　61121βi40125」16312臥3i63924．51609　　●引　　　　　印　　画

23」i283
260152825．31　47525．21469・生・i39324．3；396233i　30926．5；56424．814372a11538

18．11177 　　18．8i232
　　1繊6i288　　21．01424　　22．51543

岡山県市部 142．9041 23．Ol 24．gi 23．5i 　　　　．226i

広　島　県

広島市
呉市
竹原市
三原市
尾道市
因島市

福山市
府中市
三次市
庄原市
大竹市
東広島市
．‡t日1亘血

1ρ93β52；920a188i判3

　33，898i595
　82．866i287

95ρ61i256　30．7631618　　　　■376ρ79151　44ρ88i50539βggi544

　21，6391676
　32，7901604

111β21i216　72。4371325　　　　十

23ρ1280 17．2i　113 　　172i132
　　2zoi502　　24．81652　　　　1　　21．81489　　2241536　　　　1　　23．21584　　18．61224

　　　　層広島県市部 17249U 21．71 　　　　　．23．6i
隔

　22」T 　　h　　　　　　　・
21．月

山
　　　ロ　　県

下関市
宇部市
山ロ市
萩市

徳山市
防府市
下松市
岩国市
小野田市
光市

長門市
柳井市
美祢市
新南陽市

252410195 2q51305 23．91361 20．3i　302 　　20、41362
　　2α2i340　　19．71294

山ロ県市部　　　85，773i 2画　‘ 26．6i 21万1 　　　　．21．71

中国地方市部　　　　116，2321 22．21 　　124．81 22．41 　　■2t81
全国　　　　　　12玩257ρ61i全国市部　　　　97β61，828i 20．61　　1

19．gi

23．91　　●

24．月

2α5i19おi 19．61　　■

1a8　i
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ある。20％に入るのは廿日市市（88位）と広島市（113位）の2市のみであり，

いずれも広島県であり，しかも広島市又はその近郊である。上位50％に入る

のは，全部で13市であり，全市の約4分の1に過ぎない。

　逆に，下位10％に入るのは大田市（663位）のみであるが，下位20％に入る

のは，大田市以外に，15市（全体の約3割）もある。中国地方の事業所は相

当高齢化しているといわざるを得ない。

　実際，表5によると，全産業について，中国地方市部の事業所平均年齢は

222年で，これは全国市部の19．9年より高いだけでなく，町村部を含む全国

の年齢20．6年よりも，1．6年も高い。中国地方の市部の事業所年齢を，全国支

部と比較すると，全産業で2．3年，製造業で0．7年，卸売小売業・飲食店で2．8

年，サービス業で3．0年，それぞれ中国地方市部の方が高齢化している。その

格差は，サービス業，卸売小売業・飲食店，全産業，製造業の順に大きい。

これは成長力のある，伸びている産業ほど格差が大きいことを意味する。

　県ごとに市部の事業所年齢の平均を求めて比較すると，図10のように，全

図10

　28

　27

　26

　25
事24
業
所23
年22
齢21

奪2°

）19

　18
　17
　16
　15

中国地方及び中国地方各県の事業所年齢（平成8年）

全産業

口鳥取県市部

團島根県市部

日岡山県市部

EI広島県市部

N山ロ県市部

口中国地方市部

口全国

国全国市部

製造業　　卸売小売　サービス業
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産業では，島根県，岡山県，山口県，広島県，鳥取県の順に高齢化している。

いずれも全国市部平均より高齢化しており，さらに，それだけでなく，鳥取

県以外は全国平均（町村部を含む）よりも更に高齢化している。とくに，島

根県及び岡tl」県は全国市部平均よりも，それぞれ3．5年及び3．1年も高齢化し

ている。

　製造業では，山口県の高齢化が著しく，全国市部平均よりも2．5年高齢化し

ている。山口県以外は全国と大きな違いは見られない。

　卸売小売業・飲食店は，島根県と岡山県で高齢化が進んでおり，全国市部

平均より，それぞれ4，5年，3．9年高齢化している。中国5県の全てにおいて，

卸売小売業・飲食店の年齢は全国市部より高齢化している。

　サービス業においても，島根県・岡山県の高齢化が著しく，それぞれ4．7年，

3．8年程度高齢化が進んでいる。中国5県の全てにおいて，サービス業の年齢

は全国市部より高齢化している。

7．山口県内14市の事業所年齢

　同様の分析を山口県内14’iiiについてみたのが図11である。ただし，ここで

は，事業所年齢そのものではなく，その全国順位をみる。

　山口県内各市の事業所年齢の全国順位は，概して，製造業の順位が最も低

く，次いでサービス業，全産業，卸売小売業・飲食店の順に，順位が低い。

したがって，図11では，この順に並べて示した。山口県において製造業への

特化は著しいが，とくに石油化学・鉄鋼など素材型装置型工業の特化度は高

い。その特徴ある製造業の事業所年齢がこのように高齢化していることは，

県産業にとって大きな問題である。

　県内14市を全体としてみると，美祢市と新南陽市の製造業を除いて，美祢

市，萩市，長門市，柳井市，新南陽市の5市と，その他9市に2分される。

前者は高齢化が進んでおり，後者は比較的若い。

　高齢化の進んでいる前者は北浦地域（萩，長門）と柳井・大島地域という，
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全500
国

順

位450

山ロ県の市の事業所の年齢の全国順位
　　　　（小さい方からの順位）

製造業 サービス業

’ 長門市

、．柳井市

　新南陽市

全産業　　卸売4馳衷

県内で最も経済力の弱い地域である。これらの地域の高齢化は直感的にも分

かる。しかし，前者に含まれる新南陽市は，周南工業地帯の一角を占めるも

のであり，意外の感を免れない。新南陽市は，製造業の優位性を失いつつあ

り，「製造業の優位なときに他の産業を興しておくという鉄則」を実行できな

いで，製造業と運命をともにする小さな企業城下町的要素をもっているので

はないか。それにも関わらず，その企業城下町的要素が未だ顕在化しないの

は，1つには立地する企業にもよるが，いま1つは，徳山市という一回り大

きな市に隣…接して立地しているという好条件に恵まれている為ではないか。
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既に新南陽市はそれ自身として独立して産業を発展させる段階ではなく，周

辺と文字通り一体となった産業政策を必要としていることを物語っているよ

うに思われる。

　県内各市を個別にみると，まず目につくのは徳Lll市と美祢市の対照的な傾

向である。徳山市は製造業が高齢化しているが，サービス業，全産業，卸売

小売業・飲食店は県内で最も若く，全国でも250　・一　280位に位置する。これに

対して，美祢市は，製造業は若いが，サービス業，全産業，卸売小売業・飲

食店は600～650位で，高齢化している。美祢市は近年製造業の進lilが著しい

が，その効果の他の産業への波及が十分ではないのではないかと想像される。

　後者の比較的若いグループ9市も，小野田市，光市，防府市，岩国市とい

う4市と，宇部市，山口市，下関市，下松市，徳山市という5市に分けられ

る。前4市は後5市を支える立場にあるという意昧で，中心性が若下弱い市

であり，後5市は（全国的あるいはブロック内では強い中心性をもち得ない

が）県内では一定の中心性をもっている市である。

　このようにみてくると，都市の事業所年齢は，その都市の状況をかなり説

得的に示す指標であることが分かる。

8．事業所年齢と人ロ増加率

　都市における事業所の年齢と人口成長率との問には密接な関係が認められ

る。図12は，全産業について，事業所年齢と人口成長率の関係を示している。

全体として右下がりのようであるが，よくみると，事業所年齢が高まるにつ

れて，初めは人口成長率も高まり，事業所年齢20年あたりでピークを迎えて，

さらに事業所年齢が高まると，今度は逆に人口成長率が低下するような「上

に凸」の形をしていることが分かる。

　この点を確かめるために，1次式と2次式の2種類の回帰式を求めた結果

が表6に示してある。全産業について，1次式は自由度調整済決定係数が

0．5035，F値が13．17であり，これに対して，2次式では自由度調整済決定係
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表6　都市の事業所年齢（平成8年）と人口成長率（平成3～8年）の回帰式一一・・一一一都市階層別

係　数　の　値 t　　値サンプル

　数 定数項a 1次の係数b 2次の係数c 定敬項 1次の係
自由度調整済

決定係数 F値
回帰式
有意性

全産業 1次式
2次式

13

13
　18．57

－ 149．50

一〇．8626

15．1652 一〇．3786

　　3．85
0　－2．74

　一3．63
◎　　2．92 ◎　－3」9

05035

α7206

13．17

1648
◎

◎
製造樂 1次式

2次式

13

13
　5744
－823．75

一Z3854
71．5457 一 t5490

　　5．55
◎　－3．04

　一5．44
◎　　3．15 一 3．26

0．7044

α8422

29．59

33ρ1

◎

⑨
卸売小売業 1次式

2次式

13

13
　14。84

－ 10046
一〇£842

10．3038 一〇．2579

　　3．86
0　－2．46

　一3．59
0　　2．65 ◎　－2．83

04971

0．6924

12．86

14．51

◎◎

サービス梁 1次式
2次式

13

13
　17，42

－ 154．32

一〇．8391

16．0319 一〇4096

3．96

－3．80

一 3．72

4ρ2 一 4．24

0．5171

0．8099

13．85

26．56

◎◎

（注）回帰式：Y＝a＋bX＋cX2、　Y：人ロ成長率（％）、　X：事巣所の年齢（年）

「t値」欄の無印、◎、Oは、定数項及び係数について、それぞれ有意水準O．Ol、　O．02、　O．05で有意であることを示す。

「回帰式有意性」欄の◎は、回帰式が有意水準0．01で有意であることを示す。

表7　人口成長率を最大にする事業所年齢（平成8年）

全産業 製造業 卸売小売業、飲食店 サービス業
最大人ロ成長率をもたらす事業所年齢（年）

最大人ロ成長率（％）

20．0

236
23．1

2．41

20．0

2．44

19．6

2．57

数は0．7206，F値は16．48となって，2次式の方がフィットがよい。都市の人

口成長率は，事業所年齢の「上に凸の2次関数」であることが分かる。また，

2次式では，定数項のt値は一2．74で，有意水準0．05で有意であり，係数の値

は2．92，－3．09であって，ともに有意水準0．02で有意である。

　同様に，製造業についてみると，図13のように，1次式でも2次式でも，

全産業よりもフィットがよくなる。ここでも，1次式より2次式の方が自由

度調整済決定係数もF値も高くなって，フィットがよい。

　この傾向性は，図14及び図15，あるいは表6に示すように，卸売小売業・

飲食店及びサービス業についても，同様に成立する。

　関数が上に凸であるので，表7に示すように，最大値を求めることができ

る。すなわち，人口の成長率を最大にする事業所年齢は，全産業で20．0年，

その場合の最大人口成長率は2．36％である。同様に，製造業，卸売小売業・

飲食店，サービス業では，それぞれ，事業所年齢23．1年，20．0年，19．6年で，

人口成長率は最大値2．41％，2．44％，2．57％をもつ。
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9．おわりに

　本稿の目的は，平成8年のデータにもとついて，全産業と主要3産業（製

造業，卸売小売業・飲食店，サービス業）の4産業について，まず，都市規

模と事業所の年齢の間の一般的傾向性を明らかにし，次に，それを応用して，

事業所の年齢の観点から，中国地方あるいは山口県を例にとって，特定地域

の特徴を明らかにする方法を示すことであった。その主要な結果は以下の通

りである。

　（1）都市規模と事業所の年齢の間には，都市規模が大きくなるにつれて，

初めは事業所の年齢が低下し，やがて年齢の最小値を迎えて，それより都市

規模が大きくなると，逆に，事業所の年齢も上昇するという，「下に凸の2次

関数」の関係が認められる。すなわち，都市の対数表示の事業所年齢は，対

数表示の人口規模の「下に凸の2次関数」の回帰式として表すことができ，

その回帰式は有意水準0．01で有意である。その際，最小値をもたらす人口規

模は，産業によって若干の違いが見られるが，概ね30～70万人程度である。

　（2）中国地方市部の事業所平均年齢は，全産業で22．2年である。これは

全国市部の19．9年より高いだけでなく，町村部を含む全国の年齢20．6年より

も，1．6年も高い。中国地方の市部の事業所年齢を，全国市部と比較すると，

全産業で2．3年，製造業でO．7年，卸売小売業・飲食店で2．8年，サービス業で

3．0年，それぞれ中国地方市部の方が高齢化している。その格差は，サービス

業，卸売小売業・飲食店，全産業，製造業の順に大きい。これは成長力のあ

る，伸びている産業ほど格差が大きいことを意味する。

　　（3）山口県内各市の事業所年齢の全国順位は，概して，製造業の順位が

最も低く，次いでサービス業，全産業，卸売小売業・飲食店の順に，順位が

低い。山口県では製造業への特化が著しいが，とくに石油化学・鉄鋼など素

材型装置型工業の特化度が高い。その特徴ある製造業の事業所年齢がこのよ

うに高齢化していることは，県産業にとって大きな問題である。また，県内

の市を事業所年齢という点から考察すると，都市の事業所年齢は，その都市



都市規模と事業所の年齢 （255）－21一

の全般的状況をかなり説得的に示す指標であることが分かる。

　（4）都市の事業所年齢と人口成長率の間には，事業所年齢が高まるにつ

れて，初めは人口成長率も高まり，事業所年齢20年あたりでピークを迎えて，

さらに事業所年齢が高まると，今度は逆に人口成長率が低下するような「上

に凸の2次関数」の関係が（有意水準0．01で有意な関係として）認められる。
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